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経済財政省（MEF）は、2026年 8月 4日付で、不動産所有権及び占有権の移転に係る税免除及び

優遇措置に関する通知第 008 号を発出しました。同通知は、政府が導入した支援税制上の免除及

び優遇措置を定めるものであり、主な内容は以下のとおりです。 
 
１．登録税の延滞に対する追加税の適用猶予 

不動産所有権・占有権の移転に係る登録税（印紙税）の納付が遅延した場合、原則として納税

額の 100%に相当する追加税が課されます。同通知により、都・州の土地管理・都市計画・建設

・地籍局が発行する送付状又はその付属書類の発行日から 3 ヶ月の期間を徒過した場合における

当該追加税の適用が、2027 年末まで猶予されます。 
 
２．複数回の不動産占有権の移転がある場合の登録税の一括納付 

同通知により、2017 年 5 月 2 日付で閣僚評議会が発行した通知 No.367 SCN の効力が延長されま

した。これにより、不動産占有権について連続して複数回の移転が行われた履歴がある場合で

あっても、最終の移転段階においてのみ登録税を 1 回納付すれば足りることになります。 

同通知の対象は、2026年 7月末までに行われた複数回の移転であり、対象となる移転の履歴の範

囲を画するものであると解されます。したがって、2026年 8月 1日以降に行われる移転について

は、各移転について登録税を納付する必要があると解されます。 
 
なお、同項が対象とするのは占有権の移転に限られ、所有権の移転は含まれません。不動産所

有権は登記制度の下で移転の都度登録税が課され記録が残るため、未処理の移転が累積する事

態が生じないのに対し、未登記の土地については、占有権が売買や相続により登記を経ずに転

々と移転してきた事例が少なくありません。同通知は、そのような土地について権原を正規化

する際に、過去の各移転に遡って登録税を課すのではなく、最終の移転についてのみ課税する

ことで、登記手続の促進を図るものと解されます。 
 
３．完成した建物に係る登録税及び不動産税の納付書類の簡素化 

完成した建物に係る登録税及び不動産税について、建設許可証又は所管当局が発行する建設日

の証明書に基づいて算定することが認められます。これにより、当該税額の算定に必要な書類

が簡素化されます。 
 
４．遡及効 

本通知に定める税制上の優遇措置は、既に納付された税額並びに行政罰（追加税及び利息）に

ついては遡及して適用されません。 

以上 

本ニューズレターに関するお問い合わせは下記までお願いいたします。 
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「One Asia Lawyers Group は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的なリーガルア
ドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One Asia Lawyers Group は、
日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国の法律のスペシャリストで構成さ
れ、これら各地域に根差したプラクティカルで、シームレスなリーガルサービスを提供しております。  
この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legalまたは info@oneasia.legal までお願い
します。 
なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ・メンバーフ

ァームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当グルー

プ・メンバーファームの見解ではございません。一般的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的

に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご

相談ください。 
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